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※類似団体平均を100とした

ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体

を言う
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※類似団体平均を100とした

ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体

を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない

団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
財政力指数

・地方における景気の落ち込みによる法人村民税の減に加え、人口の減少や全国平均を上回る高齢化率（２０年度末

33.92％）などから0.19と類似団体平均を下回っている。今後この指数が大幅に向上する見込みがないことから、平成16

年度策定の「九戸村自立への計画」（以下全項目において、具体的な計画名を明示していない改善策は、全て本計画に

よるものである）に沿って、退職者不補充等の職員数の削減(平成16年度-81人、現在71人、平成26年度-67人。10年間

で14人・17.3％削減）による人件費の削減(平成16年度-825百万円、現在684百万円、平成26年度-607百万円。10年間で

218百万円・26.4％削減）を目指す。事業展開に当たっては、緊急性などにより実施事業を峻別し、投資的経費を極力抑

制する等、歳出の徹底的な見直し(平成16年度-3,915百万円、現在3,644百万円、平成26年度-3,043百万円。10年間で

872百万円・22.3％削減）を実施するとともに、庁内に村税滞納整理対策委員会を設置する等税収の徴収率向上対策（毎

年度、前年度対比0.5％増を目途）を中心とする歳入確保に努めることにより、財政の健全化を図っていく。

経常収支比率

・財政力指数の項で述べたとおり、定員管理適正化計画による新規採用の抑制、退職勧奨による職員数の減（10年間で

14人・17.3％削減）、特別職に支給される期末手当の役職加算カット、管理職手当の20％削減や村の選挙事務の際に時

間外手当ではなく代休を導入する等手当の見直しを進め、給与の適正化を通して人件費の削減（10年間で218百万円・

実質公債費比率

・普通建設事業費に係る起債の償還等に伴い上昇し、類似団体平均を上回る18.5％となっている。平成21年度において

策定した公債費負担適正化計画によると、村道整備を除き当面大きな借入れ予定はなく、毎年度の地方債発行額が元

金償還額を上回らない見通しとなっていることから、平成23年度末では、17.2％にまで低下させることができる見込みで

ある。そのような現状ではあるが、今後とも、緊急度・住民ニーズを的確に把握した事業の選択により、起債に大きく頼る

ことのない財政運営に努める。

人口１人当たり地方債現在高

・人件費をはじめ義務的な経費の削減(平成16年度-1,767百万円、現在1,631百万円、平成26年度-1,301百万円。10年間

で466百万円・26.4％削減）を中心とする行財政改革を強力に進めるとともに、後世への負担を少しでも軽減するよう、今

後の事業実施について総点検を図り、プライマリーバランスを厳守し、新規発行債の抑制（起債発行額を元金償還額以

内に抑制）を行い、財政の健全化に努め、人口１人当たり地方債現在高を312,150円低減する（平成16年度-789,207円、

現在648,000円、平成26年度-477,057円。10年間で312,150円・39.6％削減）ことを目標とする。

ラスパイレス指数

・平成19年度における職員の給与カット（３％削減）等これまで実施した給与削減対策により類似団体平均を下回る

92.5％に抑制されているが、今後も年功的な要素が強い給料表の構造の見直し、55歳以上の昇給の抑制等を通じ、引き

続き職員給の縮減（平成16年度-510百万円、現在438百万円、平成26年度-372百万円。10年間で138百万円・27.1％削

減）に努める。

人口1,000人当たり職員数

・ 過去からの新規採用抑制策により類似団体平均を下回っている。今後も、定員管理適正化計画に基づき、定年退職

者の不補充や民間委託の推進等により、平成22年度末までに職員数を11.1%(9人)削減することを目標とする。

人口1人当たり人件費・物件費

・ 類似団体平均と比較して、人件費・物件費等が下回っているのは、ゴミ処理業務や消防業務を一部事務組合方式で

行っているため。一部事務組合の人件費・物件費等に充てる負担金を加えて算定した場合、人口1人当たりの金額は大

幅に増加することが予想される。今後はそのことに対する経費を抑制していく必要がある。
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211,979206,881209,402208,134

H20H19H18H17H16

170,381172,009170,631177,587
193,073

給与水準 （国との比較）
ラスパイレス指数 [92.3]

類似団体内順位

31/121
全国市平均

98.4
全国町村平均

94.6
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

75.0

99.4

82.3

94.1
93.793.4

93.1

93.8

H20H19H18H17H16

92.392.5

89.2

93.1

92.6

定員管理の状況
人口千人当たり職員数 [9.72人]

類似団体内順位

10/121
全国市町村平均

7.46
岩手県市町村平均

8.32

(人)

30.00

25.00

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

25.29

7.54

14.36
15.0514.5914.5314.06

H20H19H18H17H16

9.7210.4410.2910.7110.85

公債費負担の状況
実質公債費比率 [18.5%]

類似団体内順位

90/121
全国市町村平均

11.8
岩手県市町村平均

16.9

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

26.4

3.5

16.016.316.6
15.1

H20H19H18H17H16

18.5

20.019.618.7

将来負担の状況
将来負担比率 [82.5%]

類似団体内順位

42/121
全国市町村平均

100.9
岩手県市町村平均

149.8

(%)

400.0

300.0

200.0

100.0

0.0

283.3

3.5

71.482.6

H20H19H18H17H16

82.5

108.5

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし 人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の

状況

給与水準

（国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

九戸村
※類似団体平均を100とした

ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体

を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない

団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
財政力指数

・地方における景気の落ち込みによる法人村民税の減に加え、人口の減少や全国平均を上回る高齢化率（２０年度末

33.92％）などから0.19と類似団体平均を下回っている。今後この指数が大幅に向上する見込みがないことから、平成16

年度策定の「九戸村自立への計画」（以下全項目において、具体的な計画名を明示していない改善策は、全て本計画に

よるものである）に沿って、退職者不補充等の職員数の削減(平成16年度-81人、現在71人、平成26年度-67人。10年間

で14人・17.3％削減）による人件費の削減(平成16年度-825百万円、現在684百万円、平成26年度-607百万円。10年間で

218百万円・26.4％削減）を目指す。事業展開に当たっては、緊急性などにより実施事業を峻別し、投資的経費を極力抑

制する等、歳出の徹底的な見直し(平成16年度-3,915百万円、現在3,644百万円、平成26年度-3,043百万円。10年間で

872百万円・22.3％削減）を実施するとともに、庁内に村税滞納整理対策委員会を設置する等税収の徴収率向上対策（毎

年度、前年度対比0.5％増を目途）を中心とする歳入確保に努めることにより、財政の健全化を図っていく。

経常収支比率

・財政力指数の項で述べたとおり、定員管理適正化計画による新規採用の抑制、退職勧奨による職員数の減（10年間で

14人・17.3％削減）、特別職に支給される期末手当の役職加算カット、管理職手当の20％削減や村の選挙事務の際に時

間外手当ではなく代休を導入する等手当の見直しを進め、給与の適正化を通して人件費の削減（10年間で218百万円・

26.4％削減）など行財政改革への取組を通じて義務的経費の削減に努めるとともに、今後とも、事務事業の見直しをさらに進
め、事務の効率化、民間委託・指定管理者制度の活用により、経常的経費の削減(平成16年度‐2,679百万円、現在2,712百万
円、平成26年度‐2,491百万円。10年間で188百万円・7.0％削減）に鋭意努力して、経常収支比率を26年度までに7.8％低減させ
ることを目標とする。

実質公債費比率

・普通建設事業費に係る起債の償還等に伴い上昇し、類似団体平均を上回る18.5％となっている。平成21年度において

策定した公債費負担適正化計画によると、村道整備を除き当面大きな借入れ予定はなく、毎年度の地方債発行額が元

金償還額を上回らない見通しとなっていることから、平成23年度末では、17.2％にまで低下させることができる見込みで

ある。そのような現状ではあるが、今後とも、緊急度・住民ニーズを的確に把握した事業の選択により、起債に大きく頼る

ことのない財政運営に努める。

人口１人当たり地方債現在高

・人件費をはじめ義務的な経費の削減(平成16年度-1,767百万円、現在1,631百万円、平成26年度-1,301百万円。10年間

で466百万円・26.4％削減）を中心とする行財政改革を強力に進めるとともに、後世への負担を少しでも軽減するよう、今

後の事業実施について総点検を図り、プライマリーバランスを厳守し、新規発行債の抑制（起債発行額を元金償還額以

内に抑制）を行い、財政の健全化に努め、人口１人当たり地方債現在高を312,150円低減する（平成16年度-789,207円、

現在648,000円、平成26年度-477,057円。10年間で312,150円・39.6％削減）ことを目標とする。

ラスパイレス指数

・平成19年度における職員の給与カット（３％削減）等これまで実施した給与削減対策により類似団体平均を下回る

92.5％に抑制されているが、今後も年功的な要素が強い給料表の構造の見直し、55歳以上の昇給の抑制等を通じ、引き

続き職員給の縮減（平成16年度-510百万円、現在438百万円、平成26年度-372百万円。10年間で138百万円・27.1％削

減）に努める。

人口1,000人当たり職員数

・ 過去からの新規採用抑制策により類似団体平均を下回っている。今後も、定員管理適正化計画に基づき、定年退職

者の不補充や民間委託の推進等により、平成22年度末までに職員数を11.1%(9人)削減することを目標とする。

人口1人当たり人件費・物件費

・ 類似団体平均と比較して、人件費・物件費等が下回っているのは、ゴミ処理業務や消防業務を一部事務組合方式で

行っているため。一部事務組合の人件費・物件費等に充てる負担金を加えて算定した場合、人口1人当たりの金額は大

幅に増加することが予想される。今後はそのことに対する経費を抑制していく必要がある。


